
申請者用チェックシート 申請者商号又は名称 [                          ] 

            申請担当者名       [                 ]担当者連絡先[   （  ）    ] 

（注）１ 添付書類番号は、様式第 1 号の（添付書類）欄に対応する番号です。 

   ２ チェック欄の※印は、提出又は確認が必須となるものです。 

 

■法人用 （県）チェック者名→   

添付

書類

番号 

申請者 

ﾁｪｯｸ 内容 備考 
受付者

（県）

ﾁｪｯｸ 

審査者

（県）

ﾁｪｯｸ 

 ※☐ 設備維持管理業務入札参加資格審査申請書（別記様式第 1 号） 注意事項参照 ※☐ ※☐ 

1 ※☐ 営業概要書（別記様式第 2 号） 注意事項参照 ※☐ ※☐ 

 ☐ 委任状２部 本店以外で登録する者  ☐  ☐ 

2 ※☐ 登記事項証明書 コピー ※☐ ※☐ 

3 ※☐ 最近 2 年間の貸借対照表及び損益計算書 コピー ※☐ ※☐ 

4 
※☐ 

県税（個人県民税及び地方消費税を除く。）、地方法人特別税、特別法人

事業税及び軽自動車税の環境性能割並びにこれらに附帯する徴収金に未

納がないことを証する書面 

原本  県税事務所発行 
※☐ ※☐ 

5 ※☐ 
消費税及び地方消費税並びにこれらに係る附帯税に未納がないことを証

する書面 
原本  税務署発行 ※☐ ※☐ 

6 
※☐ 

健康保険法第３条第３項及び厚生年金保険法第６条第１項の適用事業所

である者であって、健康保険料又は厚生年金保険料に未納がないことを

証する書面 

原本  年金事務所発行 
※☐ ※☐ 

7 ※☐ 労働保険料に滞納がないことを証する書面 原本  労働基準監督署発行 ※☐ ※☐ 

8 

 ☐ 

官公庁の許可等を得たことを証する書面（許可等を要する場合のみ） 

ウ：消防設備→表示登録会員証（保守協会） 

オ：自家用電気→電気保安協会外部委託承認 

        所属団体を確認できる書面 

コピー 

 ☐  ☐ 

9 

 

※☐ 申請する業務に従事する者の名簿（別記様式第 3 号） 申請する業務の様式で作成し

てください。 
※☐ ※☐ 

※☐ 

☐ ア：電気設備 ☐ オ：自家用電気 ☐ ケ：井戸用ろ過 申請する業務の区分にチェッ

クを付けてください。 

 ※☐ 
☐ イ：自家発電 ☐ カ：冷暖房運転 ☐ コ：自動ドア 

☐ ウ：消防用設 ☐ キ：冷暖房点検 ☐ サ：地下タンク 

☐ エ：電話交換 ☐ ク：昇降機  

※☐ 
上記でチェックを付けた業務に対応する必須の有資格者が登録されてい

るか。 
  ※☐ 

10 ※☐ 申請する業務に従事する有資格者一覧表（別記様式第 4 号）  ※☐ ※☐ 

※☐ 当該資格を証する書類の写し  ※☐ ※☐ 

※☐  資格の有効期限（書替期限）は、切れていないか。   ※☐ 

※☐ 写しの右上余白に、様式第 4 号に対応する通し番号を記入したか。  ※☐ ※☐ 

11 ※☐ 決算年度別契約実績一覧表（別記様式第 5 号） 申請する業務ごとに提出して

ください。 
※☐ ※☐ 

12 ※☐ 
障害者雇用状況報告書の写し又は障がい者の雇用状況調査票（別記様式

第 5 号の 2） 
 ※☐ ※☐ 

13 ※☐ 役員等の一覧表（別記様式第 5 号の 3）  ※☐ ※☐ 

14 ※☐ 特別徴収実施確認・開始誓約書（別記様式第 5 号の 4）  ※☐ ※☐ 

15  ☐ 労働基準監督署の受付印のある就業規則の写し 該当する場合のみ  ☐  ☐ 

 ☐ 県、市町村との防災協定書の写し 該当する場合のみ  ☐  ☐ 

 ☐ ISO9001、ISO14001 の登録証の写し 該当する場合のみ  ☐  ☐ 

 ☐ 次世代育成支援対策推進法第 13 条の規定による認定証の写し 該当する場合のみ  ☐  ☐ 

 ☐ 女性活躍推進法第８条第１項の規定による届出書の写し 該当する場合のみ  ☐  ☐ 

 ☐ 女性活躍推進法第９条の規定による認定証の写し 該当する場合のみ  ☐  ☐ 

 ☐ ひなたの極認証書の写し 該当する場合のみ  ☐  ☐ 

 ※☐ あて先を明記した返信用定型封筒（１１０円切手を貼付したもの）  ※☐ ※☐ 

 ※☐ 書類は全て A4 版で作成しているか。 証明書等の原本書類は除く。 ※☐ ※☐ 

 ※☐ 指定されたデータ（エクセル）を電子申請時に添付しているか。 注意事項参照 ※☐ ※☐ 

 ※☐ チェック済みの本チェックシート 本シートは法人用です。 ※☐ ※☐ 

 


